






































































































































































































































































































































二 ＝ 一『 一　　　　…
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米
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西独　　日本
馬：□運輸　　　匿麹港湾経費
資料：IMF．　Balance　of　Payments
　Yearbook，　Part　2　［1989］
Statistic
で「海上運輸」サービスの国際競争力を失って外国船に依存している国（U
S，仏）は，「海上運輸」サービスの収支は支払い超過であり，「その他運
輸」（港湾提供サービス）の収支は受取超過となっている。一方，「海上運
輸」にまだ競争力を維持している日本は「海上運輸」サービスの収支が受け
取り超過で，「その他運輸」（港湾提供サービス）の収支は支払超過となって
いる（2）。「港湾提供サービス」部門の国際競争力は，「海上運輸」サービスの国
際競争力とトレード・オフの関係にあるといえる。
　外国観光旅行サービスの貿易パターン
　「外国観光旅行」部門は，観光などの目的で外国に滞在するとき現地で受
けるサービスにたいする対価の支払である。佐々波・浦田［1990］は「旅行
に関する比較優位パターンは，自然とか文化といった特殊な生産要素により
決定されるから，旅行部門はリカード・タイプのサービス貿易であり」「外
国旅行費を支払う能力も重要な役割を果たす」ので「経済の発展段階が重要
（2）日本の外航商船隊の総船腹量は5，517総トンで，世界第1位である。
　　その約40％は日本船籍で表1のように2，803万総トンであるが，その約60％は外国用
　船であり，わが国は海上運輸の競争力を維持している。
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な要因である」（p．132）という。
　しかし，「外国観光旅行」の貿易パターンを以下のように弾力性概念で説
明したほうが，より現実を説明できるように思う。筆者は橋本［1989］で，
つぎのような仮説をたてた。自然とか文化などをホスピタリティとし，観光
客受入数の増加率とそれにたいするホスピタリティを高めるための投入コス
ト増加率との関係をホスピタリティの弾力性（op・S）（または観光サービスの
供給弾力性）と定義し，一方，海外へ向かう観光客数の増加率にたいする一
人当たり実質所得の増加率の関係を海外観光需要の所得弾力性（op　d）とす
る。rp・Sが大きい国は少しのホスピタリティのコスト追加で多くの観光客が
集まる魅力ある国であり，rp　dが大きい国は少しの一人当たり実質所得の増
加で海外へ向かう観光客数が多くなる国である。
　この場合，op　dが大きい国は一人当たり実質所得，7千ドル以上の国であ
る。それは低所得水準の国では一人当たり実質所得の増加率が大きくなって
も海外観光需要は生まれないからである（橋本［1989］pp．258－263）。為替相
場の変動が一人当たり実質所得の増減に関係してくることはいうまでもな
い。「1970年まではUKの旅行収支は受取超過（外国観光客受け入れ増加）で
あったが，1977年一82年のポンド高のために1980年代の旅行収支は支払超過
（外国への観光旅行者増加）となった。ポンド高が適性な水準にもどった82
年以降，旅行収支は受取超過になった」（Rowthorn＆Wells［1987］pp．
127－29）e
　この形態4に属する分野の貿易パターンは，港湾提供サービスは海上運輸
に依存し，外国観光旅行はホスピタリティの質と所得水準に依存するが，こ
れらの分野で自由化を阻害する要因はない。
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4　サービス貿易自由化の問題点
　「その他民間サービス」のうち，とくに知的所有権について
　「全米新技術利用著作権委員会がソフトウエアは，著作物であると決定し
た。これを受けて，米議会は1980年，著作権法を改正して，ソフトウエア
（コンピェ一諾ープログラム）を著作権の対象として認知するにいたった」
（名和［1990］p．189）。わが国も1985年にソフトウエアを保護するために著
作権法を改正した。やや遅れて，英・西独・仏も同じ主旨で法改正をした。
　ソフトウエアまたはフ．ログラミングを著作権で保護する理由は「第1に，
著作権制度があいまいなところにある。“あいまいさ”は柔軟さに通じる。
強者がここに著作権があるといったら，それが世界に通用する。強者は著作
権の解釈をほしいままに拡張しうる。第2に，著作権制度は属地主義という
より域外適用という性質をもつ（特許権のほうは，国ごとに出願する属地主
義である）。この2つの理由によって，もしある国が，あいまいな知的財産に
ついて権利保護を主張しようとすれば，そのときは“あいまい”な著作権制
度が頼りになる」（名和［1990］p．　199）。
　しかし，ソフトウエアの権利保護については，ソフトウエアのどの部分
が，またどのような制度で保護されるのか頼るべき世界的ルールはいまだに
確立していないのが現状である。
　「米国は，さらにアイデアやアルゴリズムなど企業秘密も保護できるよう
州レベルで規定しており，それを国際的な制度にまで拡大しようと提案して
いる。この発想は私有情報を企業秘密のまま公的制度によって保護しようと
いうもので，私的領域の権利を強化しようという新しい動きである」（名和
［1990］　p．200）．
　こうした動きについて世界的な合意を得ることは容易ではない。たとえば
米加自由貿易協定では殆どの項目について合意が得られたが，知的所有権の
権利保護については全く合意が得られずペンディングになったままである。
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　そのなかで「商事仲裁による新しい知的所有権の制度化が試みられてお
り，さらに政府間交渉による新しい制度の国際化が展開されている。今後
は，知的所有権をめぐる法定係争が頻発し，これによって判例がつみあげら
れ，それによって，制度化をはかっていこうとする過程にあるといえる」（名
和［1990］p．10）。
　今後の世界経済は知的財産が蓄積していく過程で，この知的財産に大きく
依存することになる。また，この知的財産をいかに世界経済に適切に活用す
るかが効率性の点からも重要な問題であることは明白であるが，サービス貿
易は商品貿易よりも国際競争力を獲得することがむつかしいために参加国間
とくにこの面で競争力が弱い途上国との利害対立が予想されるむつかしい問
題である。
　「サービス産業の直接投資取り引き」の問題点
　佐々波・浦田［1990］はつぎの点を指摘している。「たんに利子・配当所得
だけを目的とする証券投資（IMF国際収支統計では「その他投資収益」の項
目である）はサービス貿易ではない。しかし，金融サービスの提供を目的と
した金融業の海外子会社の投資収益（IMF国際収支統計では「直接投資収
益」の項目である）や建設業などサービス産業の直接投資収益はサービス輸
出の対価であるからサービス貿易に含めるべきである。どのような産業の直
接投資による投資収益でも単純な利子収入は別として，優れた経営管理サー
ビスの対価であると考えれば，直接投資による収益と間接投資による収益の
一部はサービス貿易と考えられる。しかし投資収益をIMF国際収支統計の
「直接投資収益」と「その他投資収益」にわけている国は，米，日，西独，
仏，英，カナダ，フィンランド，オランダ，ノルウェー，オーストラリアだ
けである。したがって，国際比較上，投資収益がサービス輸出にともなう収
益であるのか，証券投資によるものかどうかわからない」（p．113）。
　ウルグアイ・ラウンドにおけるサービス貿易交渉の問題点
　1988年12月のウルグアイ・ラウンド中間レビューではどのような形で実施
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に移すかは改めて決定することとしたうえで，今後，実質的交渉に入る旨の
合意が成立したにすぎない。しかし1990年10月，ウルグアイ・ラウンドの12
月合意の達成をテーマに開催された4極通商会議（日，米，加，EC）では
金融をふくめた運輸，通信，観光などすべてのサービス分野を対象に国際的
ルールを作ることについて合意に達した。サービス貿易交渉の動きは急であ
る。今後のウルグアイ・ラウンドのサービス貿易交渉のシナリオとしては，
糞ずサービス貿易全体にまたがる共通の原則である「アンブレラ協定」を策
定し，各分野ごとのとりきめは次の段階でおこなわれる。
　この「アンブレラ協定」はサービス貿易を構成するそれぞれの分野固有の
特徴を考慮したものでなければならず，各国のサービス分野ごとに実情，実
態を十分把握するとともに，既存の国際機関のとりきめと整合性をもたなけ
ればならない。今後，「アンブレラ協定策定以後のサービス分野ごとの交渉
では，サービス貿易の形態を水平的に細分化したうえで，各分野固有の特徴
と貿易自由化の適用可能性についての分析と調整が必要となろう」（三和総
研編［1989］p．208）。
　つまり，「透明性の確保，市場アクセスの確保，多くの途上国の参加，セー
フガードおよび例外規定などに関する検討が，多角的枠組作成のために重要
であることが確認され，事務局による交渉対象セクターの参考リストの作
成，参加国のセクターリストの提出，枠組の原則・規制の適用可能性の検討
等を行うことになる」（三和総研編［1989］pp．25－26）。そしてそれぞれの
サービス分野固有の特徴にあったミニマム・レギュレーションを必要とする
根拠を検討していくことがサービス貿易自由化を進めていくために必要であ
るが，もっとも難しい課題である。
　以上いくつかのサービス産業の分野を形態別に貿易パターンのありかたを
みてきたが，サービス貿易を構成する分野は多く，それぞれの貿易パターン
は多様であり国家主権に関連する分野も多い。またある分野では異なるサー
ビス貿易の形態の分野と相互関連性をもち，また同じサービス貿易の形態に
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属している分野でもその貿易パターンは異なっている。ウルグアイ・ラウン
ドは農業問題もふくめてサービス貿易自由化についての合意を得，成功させ
ようとしている。その成功は世界経済の秩序に大きな影響を与えるからであ
る。その期限は1990年12月である。
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